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市政一般質問

福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市は市内全域を対象に新たな保育所の設置運営事
業者を募集しているが、施設として整っていればよい
というわけではなく、立地についても、保護者の送り
迎え時の利便性や保育の需要が大きい場所などを考
慮する必要があると考える。募集に当たっては、地域の
児童数などの事前調査の必要はないのか。

　保護者は、お住まいの地域や職場の近隣、
通勤の途中など、場所に関する希望や、施設

の安全性、保育方針への共感など、さまざまな理由
から入所させたい施設を選択していると考えられ
る。本市の場合、おおむね
移動30分圏内で地理的に
まとまりがあり、北地区、中
地区、南地区の圏域ごとの
児童数、施設定員数もほぼ
均等に配置されていること
などから、あまり偏在はな
いものと考えている。

答

保育施設の
整備計画について

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　平成31年４月１日、旧浜屋ビルが愛称「プラットおおむ
ら」としてグランドオープンする。行政・医療・介護の連携
がより一層密になり、高齢者の暮らしを地域でサポート
するための拠点として健康維持への取り組みが推進さ
れることを期待する。県では健康寿命日本一を目指し取
り組みを強化しているが、本市の健康寿命の延伸に向け
た取り組み状況について尋ねる。

　本市では、健康増進法に基づき平成26年に
計画期間を10年間とする第２次健康おおむら

21計画を策定し、子どもから高齢者まで生涯にわた
る健康づくりを総合的かつ計画的
に推進している。本計画において、
生活習慣病を中心に全ての年代を
対象として「身体の健康づくり」、
「こころの健康づくり」、「健康を
支え守るための環境づくり」の３つ
の目標に沿って、健康寿命の延伸
に取り組んでいる。

答

健康寿命の延伸に向けた
取り組みについて

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　後期高齢者医療制度は平成20年４月１日から始まり、
制度の運営は県内の全市町が加入する長崎県後期高齢
者医療広域連合が行っている。県内に住所を有する75歳
以上の方、または65歳以上75歳未満で一定の障害があ
る方が被保険者となる本制度の保険料が本年10月から
改正されるが、その詳細について尋ねる。

　制度創設時からの低所得者の保険料軽減
特例を廃止するものであり、本来は均等割額

７割軽減の方を特例措置で９割または8.5割軽減と
していたものを７割軽減に戻すものである。具体的
には、現行９割軽減の方の保険料は年額4,500円だ
が、平成31年度は9,100
円、32年度からは13,700
円となる。現行8.5割軽減
の方は年額6,800円だが、
平成31年度は同額、32年
度は10,300円、33年度か
らは13,700円となる。

答

後期高齢者医療制度の
保険料見直しについて

産業・経済・労働

水上　享 議員

　新工業団地造成工事は、関連工事費を含め約31億円
の巨費を投じて3月末に完成する。市長は、4月の分譲
開始と同時に完売を目指すとの答弁を繰り返していた
が、V・ファーレン長崎のサッカー練習場への転用を模索
している。市は、これまでの基本計画どおり1,000人の
雇用と3,000人の人口増加を図るため、企業誘致へ全
力を傾注すべきだ。

　Ｖ・ファーレン長崎の新練習拠点について、
本市としては黒丸町の総合運動公園の一部

を候補地として関心表明をしていた。しかし、ジャパ
ネットホールディングスとの協議を進める中で、新工
業団地を候補地に
絞り協議を継続す
ることになった。そ
の過程で市は、市
内の複数の土地を
候補地として提案
している。

答

新工業団地へは
優良企業を誘致すべきだ

教育・文化・スポーツ

小林 史政 議員

　ミライon図書館の完成を記念して、NHKの巡回ラジ
オ体操を新図書館駐車場にて開催し、その後に新図書
館の内覧会を行うとの説明があった。しかし、開催予定
日の８月16日は金曜日であるため、その後内覧会に行
きたくても、仕事などで行けない方が多いと考える。こ
の際、16日（金）から18日（日）までの３日間で内覧会を
開催すべきと考えるが、どうか。

　内覧会の開催日については、８月16日
（金）の巡回ラジオ体操当日や、８月17日

（土）・18日（日）、夏休
みの部分開館時も含め、
10月５日のオープンに支
障が出ないよう、県と協
議していきたい。

答

ミライon図書館の
内覧会について
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福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市内49の児童クラブの施設利用希望者の把握方
法と総定員数について尋ねる。クラブの中には、定
員オーバーにより、高学年生から退去児童になって
いる例がある。状況を調査し対応を講じるよう要望
する。また、国では放課後児童支援員の配置基準の
緩和が検討されているが、本市としてはどのように
考えているか。

　放課後児童クラブの利用希望者の把握につ
いては、各クラブに対し定期的に利用人数と

待機児童数の確認を行っており、49のクラブの総定
員数は1,972人である。ご指摘の退去児童の事例に
ついては把握しているが、場所及び支援員の確保等
の問題があり、現クラブの増設は難しいとも聞いて
いる。また、放課後児童支援員の配置については、児
童の安全を第一に考え、保育の質を低下させること
がないよう、現行基準を基本とした配置を考えてい
くべきと考える。

答

放課後児童クラブの
運営について古閑森 秀幸 議員

　児童虐待による死亡事件が発生し、繰り返されるこの
種の虐待事件については大変悲しいものがある。本市に
おける児童虐待の状況はどのようになっているのか。

　本市の児童虐待への対応件数は、平成29
年度で13件、平成28年度に比べて４件減少

している。内訳は、心理的虐待が６件、身体的虐待
が４件、保護の怠慢・拒否に当たるネグレクトが２
件、性的虐待が１件である。

答

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

本市での児童虐待の状況
宮田 真美 議員

　生活困窮者の自立のためには、就労に向けた長期的で
丁寧な支援と家族への支援、そして就労後のフォローも
大切である。しかし本市では、生活困窮者自立支援制度
の任意事業である就労準備支援事業を実施しておらず、
就労に向けて心と体の準備を整えるための支援が手薄
になっている。市民に寄り添い、就労準備支援事業を実
施してほしい。

　就労準備支援事業については、生活習
慣の改善やコミュニケーション能力の向

上など就労に向けた重要な事業であると認識し
ている。平成31年
度中に課題を明確
にするため、関係機
関との協議を進め
ていきたい。

答

就労準備支援事業の
実施を求める
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